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 港内係留船舶の動揺に関する実験的研究

中山　晋一*　関本　恒浩*
                        森屋　陽一*　関本　恒浩*

要　旨

　係留船舶の動揺量の算出は、港湾施設における物揚場の荷役稼働率や荷役限界、船舶の係留限界波高

の算定を行う上で不可欠である。特に、外洋に面した港湾で例えば“底うねり”と称される長周期波に

よって船体の長周期動揺が励起され、限界波高以下での荷役の中断や係留索の切断といった事例が多数

報告されており（松良ら1）、白石ら2）、菅沼ら3)）、これら係留船舶の長周期動揺特性を解明することは非

常に重要である。そこで本研究では、水理模型実験により港内で卓越する副振動の特性について把握し、

これら長周期波によって励起される船体動揺の基礎データを取得した。

また、船体の前後揺を中心に外力条件と船体動揺の関係についての検討を行い、船体長周期動揺と港内

副振動の関係を明らかにした。さらに、係留索など船体係留系の諸特性についても調べ、船体動揺との

関係について検討した。

*技術研究所

　１．まえがき

　港内係留された船体の長周期動揺の主な原因として、

港内副振動により発達する周期1～2分の長周期波が関

与していることが近年の研究により明らかにされている
4）。しかし、実験室においては長周期波を含む波を水槽内

に発生させることが困難であるため、係留船舶の長周期

動揺に対する実験的な検討が行われた前例は少ない。上

田5) は係留船舶の動揺特性に対して、水理模型実験によ

る検討を行っているが、波浪条件に波の長周期成分が考

慮されておらず、長周期動揺に対す得る評価は不十分で

ある。

　そこで本研究では、平面水槽実験を実施し、模型港湾

内で発達する長周期波の基本特性を把握するとともに、

港内に係留された船舶の長周期動揺特性についての検討

を行った。さらに、実験結果を対象とした船体動揺数値

シミュレーションを行い、船体動揺量の実験計測結果と

数値シミュレーション結果を比較し、両者の妥当性につ

いて検証した。また、係留系についての考察を行い、特

に、係留索特性が船体動揺に与える影響を検討した。

　２．実験概要

　２．１　水理模型の概要

　当社所有の平面水槽内水平床部にモデル港湾を設置し

実験を実施した。モデル港湾の主防波堤は 1kmを想定

し、水槽の規模を勘案して模型縮尺を1/75とした（図－

１）。　また、対象とした船舶模型は60,000DWT級船舶

（長さ3m、幅43cm、喫水10.6cm、排水量107kg）であり、

港湾内のバース位置に係留した状態で船体の動揺量等を

計測した。

　２．２　模型港湾内の波浪計測実験

　模型港湾の港内、港外各測点に容量式波高計および電

磁流速計を配置し（図－１）、各測点における水位および

流速変動を計測した。なお、各計測データは20Hz、現地

換算で1時間となるように連続14分間でサンプリングし

た。また、入射波条件は表－１に示す短周期および長周

期の規則波、単一方向および多方向の不規則波であり、

入射波については模型港湾を設置しない状態で目標とす

る波高および波向が得られることを確認している。

　２．３　港内波高分布の計測実験

　模型港湾内72測点（図－２）の水位変動について容量

式波高計を用いて計測し、港内波高分布を求め、港内副

振動の特性について検討を行った。

　２．４　船体動揺実験

　模型港湾内対象バース位置に船体模型（60,000DWT級

船舶模型）を設置し、表－１に示す入射波条件下で動揺

量を計測した。なお、表－１には模型スケールおよび現

地換算での有義波高（測点P0での波浪成分有義波高およ

び長周期成分有義波高）と波向を示した。ここで、波向

についてはA防波堤に対して法線直角方向の入射角を0゜

とし、時計回りを正とした。また、船体動揺量は図－３

に示す6自由度計を用いて計測し、係留索と防舷材に張

力計と変位計をそれぞれ2箇所づつ取り付け、動揺量と

同期した係留索張力と防舷材変位を計測している。図－

４に模型船係留時の配索状況と各計測器の設置位置を示

す。なお、各計測データは波浪データと同様に20Hz、連

続14分間でサンプリングした。写真－１に船体動揺量の

計測状況を示す。
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表－１　入射波と実験条件の一覧表

図－１　港湾模型と計測機器の配置図
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図－２　港内波高分布の測定（水位の多点計測）図 図－３　6自由度計の設置模式図

図－４　模型船舶係留時の配索状況

写真－１　船体動揺量の計測状況

　３．模型港湾内の波浪特性

　表－1に示した条件の波（不規則波：T1～T8）を入射

波として、港内および港外各測点における水位変動およ

び流速変動の計測を行い、模型港湾内外の波浪場の特性

について検討を行った。

　３．１　水位観測結果に関する検討

　表－２、３に、図－１に示した港外計測点P0および港

内計測点P2～P3における有義波高を示す。なお、計測

された水位変動は波浪成分(0.519Hz<f) およびサーフビー
ト成分(0.043Hz<f<0.519Hz)に分けて解析した。表より、各
ケースとも波浪成分およびサーフビート成分（以下、S-B

成分）いずれも表－１に示す波高に近い値が得られてお

り、再現性の良い実験が可能であることが確認された。

表－２　波浪成分有義波高

表－３　S-B成分有義波高

＊単位：cm

 ＊単位：cm

　また、図－５にケースT1の波を入射波とした場合での

各測点（P0、P2～P4）における水位変動の周波数スペク

トルを示す。図より、港内測点P2での周波数スペクトル
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図－５　水位のパワースペクトル

は港外測点P0のそれに比べS-B成分におけるエネルギー

の比率が増しており、特に、周期110sと90s付近のエネ

ルギー増幅率が高いことから、特定モードの長周期波が

港内で発達している状況が明らかと言える。

　３．２　水位観測結果に関する検討

　次に、図－１に示した各測点での流速計測結果につい

て解析を行った。図－６はケースT1の波を入射波とした

場合での各測点（P0、P2、P4）での流速をスキャッター

プロットしたものである。図より港外測点（P0）では波

浪成分においてE-W方向の流速が卓越し、造波波向に対

応した流速が発達しているのに対し、港内測点（P4）で

はS-B成分においてN-S方向（岸壁平行方向）の流速が

卓越している様子が明らかである。これは、模型港湾内

の岸壁に沿った方向の副振動の存在を示した結果である

と言える。特に、P2に比べP4においてこの現象が顕著

であることから、測点P4は副振動構造の腹の位置に近い

ものと判断される。

　４．港内副振動特性

　ここでは、水位変動の多点計測結果より港内波高分布

を求め、港内副振動についてさらに詳細な検討を加えた。

　図－７は表－１に示した長周期規則波（周期45s、60s、

80s、110s）を入射波とした場合の港内波高分布を示した

結果である。図より周期45sの波を入射波とした場合で

は、入射波高H=3.2mmに対して岸壁とC防波堤の偶角部
においてH=5.6mmまで波高が発達し、周期110sの場合

でも最大で入射波の1.7倍まで波高が増大している様子

が分かる。しかし、同じ長周期規則波を入射波とした場

合であっても、周期60sおよび80sを入射波とした場合で

は、港内波高は入射波高より小さくなった。また、同様

に波高が増大する場合でも、周期45sと110sとではその

発達構造（波高分布パターン）が異なることから、港湾

の形状と入射波の波長（周期）の関係により港内副振動

が発達していることが確認された。図－８にモデル港湾

で卓越する副振動モードの模式図と各波の波長を示す。

　５．船体動揺実験

　模型港湾内の岸壁に船体模型を設置し、6自由度計を

用いて船体動揺量の計測を行い、表－１に示す入射波に

対する船体動揺量について比較した。また、バース位置

を図－１に示す2ヶ所とし、バース1とバース2の位置に

それぞれ船体模型を係留し、係留位置の違いによる発生

動揺量の変化についても評価した。なお、動揺量につい

ては船体重心位置での6自由度成分（Surging、Swaying、

Heaving、Swaying、Rolling、Yawing）を解析対象とする

予定であったが、運動方向によって質量が変化するなど

6 自由度計の構造的な問題から、計測された動揺量を重

　　 （１）　波浪成分（P0）　　　　（４）　S-B成分（P0）

　　 （２）　波浪成分（P2）　　　  （５）　S-B成分（P2）

　　 （３）　波浪成分（P4）　　　  （６）　S-B成分（P4）

図－６　流速のスキャッタープロット



－73－

五洋建設技術年報　Vol. 28　1998
i

（1） 周期45s

（2） 周期60s

（3） 周期80s

（4） 周期110s

図－７ 港内波高分布

図－８　港内副振動モードの模式図

 表－４　バース1での船体動揺量（規則波）

表－５　バース2での船体動揺量（規則波）

心回りの6自由度成分に分解できないため、本検討では

他の動揺成分と運動の連成が少ない船体前後揺

（Surging）のみを解析対象とした。

　５．１　規則波を入射波とした場合の動揺量特性

　表－１に示す規則波（短周期および長周期）を入射波

とした場合の船体動揺量（Surging）について比較した。

表－４、５にバース1およびバース2それぞれでの動揺

量を示す。表より短周期の規則波を入射波とした場合、

発生する長周期動揺量は微少であり波の短周期成分は直

接的にはSurgingモードに寄与しないものと判断される。

しかし、長周期の規則波を入射波とした場合では、バー

ス1では周期45sおよび110sの波を入射波とした場合に

動揺が発達した。この原因としては前述の卓越する副振

動モードの腹節構造が関係しているものと判断される。

また、バース2に船体を係留した検討では、周期60sの

波を入射波とした場合に最も動揺が卓越する結果が得ら

れた。つまり、同じ岸壁延長上に位置する物揚場であっ

ても、物揚場付近の副振動モードが異なれば船体の長周

期動揺特性が大きく異なることが示された。

　５．２　不規則波を入射波とした場合の動揺量特性

　次に、単一方向および多方向不規則波を入射波とした

場合の長周期動揺量について検討した。表－６、７は

バース1およびバース2の位置におけるSurgingモード動

揺量の統計値（動揺変位の最大値および最小値、r.m.s.値）

を比較した結果である。表より、バース2でのSurgingが

バース1での値を上回る傾向にある。これは、前述の検

討で示した周期60sの波が、バース2付近でSurgingを卓

越させる方向に副振動構造を持つことによるものと考え

られる。つまり、港内副振動によって卓越する長周期波

は波高だけでなく波向も船体の動揺に対して重要となる。
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 表－６　バース1での船体動揺量（不規則波）

表－７　バース2での船体動揺量（不規則波）

　５．３　数値シミュレーションの概要

　実験で得られた船体動揺量の妥当性について検証する

ため、船体動揺量の数値シミュレーション結果との比較

を行った。以下にその概要について説明する。

　船体の動揺を記述する運動方程式は、船体を質点とす

る振動方程式に遅延関数を導入し、動揺量の時系列解析

が可能な久保らの手法2) を用いて次式のように表される。

(1)

ここで、Xi(t)：船体変位および回転角、Mij：船体質量お
よび慣性モーメント、mij：不変付加質量および不変付加
慣性モーメント、Lij(t)：メモリー影響関数、Di(t)：粘性減
衰力、Cij：復元力定数、Gij：係留力係数、Fij(t)：波浪強制
力および風圧力といった外力、：経過時間、添え字 ij ：j
モードの運動によってiモード（1:Surging　2:Swaying　
3:Heaving　4:Rolling　5:Pitching　6:Yawing）の運動に影

響することを意味する。また、メモリー影響関数および

不変付加質量は次式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ただし、σ=2π /T、Tは動揺周期を示し、Aij(σ)は周波
数σに対応した付加質量および付加慣性モーメント、
Bij(σ)は周波数σに対応した減衰係数である。また、水
の粘性や係留索のヒステリシス等に起因する粘性減衰力

は、ポテンシャル理論では扱えないため、本検討では実

験データを基に設定した。粘性減衰は次式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ここで、αi：線形項の粘性減衰係数、βi：非線形項の粘

性減衰係数、Ti：各モードにおける船体動揺固有周期を
示している。減衰係数α、βは船型、係留条件および岸
壁構造等によって異なってくるものであり、対象とする

条件ごとに設定しなければならないものである。しかし、

実船ベースでは、現在α、βを設定するための指標は存
在せず、ここでは430DWTの小型船の自由振動実験結果
6)より求められた係数（αSurge=0.5、αSway=1.0）を使用し
た。

　５．４　実験結果と数値シミュレーション結果の比較

　実験による船体動揺量の観測結果と上述の船体動揺数

値シミュレーションによる計算結果との比較を行った。

数値シミュレーションの外力条件は、実験での計測波

（バース1では測点P2、バース2では測点P3）を用い、波

浪成分、長周期波成分それぞれを周波数スペクトル上で

各周波数帯のエネルギーが等しくなるように10成分に分

割し成分波を作成した。これらの成分波を合成する際に、

波形が元波形と一致するように成分波の位相を最小二乗

法で決定し入射波の時系列を作成した。さらに、入射波

は港口からの進行波とし、岸壁での反射を考慮しない

open sea モデルとして計算を行っている。以上の要素を

考慮した時間領域の運動方程式（(1)式）をニューマーク・

β法による数値積分で解き、船体動揺量、係留索張力お

よび防舷材反力の時系列を求めた。また、時系列の計算

時間は実験での動揺量計測時間と同様に現地スケールで

3600sとした。以下に実験による動揺量の計測結果と数

値計算結果との比較を行う。

　表－８にケースT1 およびT5 を入射波とした場合の

Surgingモードの統計解析結果を示す。

　表より、数値計算による動揺量（Surging）は実験結果

に比べて大きくなる傾向があり、r.m.s. 値では実験結果に

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)
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          表－８　船体動揺量の統計解析結果

比べ最大で2倍弱の値となった。

　さらに、動揺量の周波数特性について検討を行うため、

実験結果と数値計算結果の周波数スペクトルについて比

較した。図－９はその結果であり、実験での動揺量のエ

ネルギーは計算値のそれに比べ周期80s付近で極端に過

小評価となっている。この原因としては、実験では船体

動揺に連動する6自由度計の質量が加わっていたこと、

さらに、6自由度計の運動に伴う摩擦力によるものであ

ると推察される。そこで、船体動揺に対する6自由度計

の影響を除くため、船体から6自由度計を分離し、非接

触型の計測装置を用いた動揺量の計測を行った。なお、

変位計による動揺量の計測はバース2において行った。

　表－９はバース2の位置に船体を係留し、変位計を用

いて動揺量を計測した場合のSurgingモードの統計結果

である。併せて、測点P3での計測波を入射波条件とする

数値計算結果も示した。表より、変位計による動揺量の

計測値は6自由度計による計測値に比べ、動揺量の最大

値および最小値で約1.3倍、r.m.s. 値についても約1.4倍

となる結果が得られ、数値計算結果との差も減少するこ

とが明らかとなった。また、図－１０はこのときのSurg-

ingの周波数スペクトルを比較した結果であるが、変位計

により計測されたSurgingは、6自由度計によるものに比

べエネルギーのピークが増大し、ピーク位置も若干であ

るが長周期化することで数値計算結果の分布形状にに近

くなる傾向にある。しかしながら、実験値と計算値の差

異は依然大きく、これは、係留系の影響であると考えら

れる。なお、精度良く船体動揺量を計測するには非接触

型の計測器を用いる必要があると言える。

　６．係留系に関する検討

　本実験で使用した船体の係留系は、現地での係留船舶

の動揺を再現可能とするため、実際に現場で使用される

係留索（パイレンマルチブレード）を模した繊維索を使

用している。ここではこれら係留系の諸特性を把握する

ことで、船体の動揺に及ぼす影響、特に、係留系から算

出した動揺の固有周期についての検討を行った。

 図－９　Surgingの周波数スペクトルの比較(6自由度計)

表－９　変位計を用いて計測したSurgingの統計量

図－１０ Surgingの周波数スペクトルの比較（変位計）

　６．１　係留索と防舷材のバネ定数

　係留系の固有周期の算出にあたり、まず、個々の係留

索についてバネ定数を計測した。図－１１は実験に使用

した係留索（No.1）の反力-歪み曲線の計測結果であり、

繊維索の特徴である反力増大時と減少時の経路の違い

（ヒステリシス）および非線形性が実験で使用した係留

索にも現れている。これら繊維索の特性を考慮し、係留

索のバネ定数は初期の構造的な伸びが少ないと考えられ

る2回目以降の反力 -歪み曲線を線形近似することで推

定した。図中のaが推定されたバネ定数である。

　一方、防舷材については使用した線形バネのバネ定数

を測定したところk=88.7gf/mm (0.87N/mm)となることが
確認された。

　６．２　係留系の固有周期

　上述の係留索と防舷材のバネ定数から船体動揺

（Surging）の固有周期を算出した。

　Surgingの固有周期Tsrは以下の式により求める。
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 図－１１　係留索の反力-歪み曲線

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ここで、Msrは船舶の前後方向の仮想質量で、Mを模型
船の排水量として、Msr=1.15Mとする。Ksrは係留索の前
後方向の合成バネ定数である。

　Ksrを求めるには、係留索の配置状況から係留索長およ
び係留索の陸側取り付け鉛直角θおよび水平角ψを求め

計算する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ここで、KfsrおよびKbsrは船首方向および船尾方向へのバ
ネ定数の総和であり、kfおよびkbは前後方向それぞれの
各係留索のバネ定数である。

　式(1)より本実験でのSurgingモードの固有周期は前方

向で8.3s（現地換算：71.8s）、後方向で9.3s（現地換算：

80.2s）であり、平均するとSurgingモードの固有周期は

8.8s（現地換算：76.0s）と推定される。

　しかし、前述の船体動揺数値シミュレーションによる

Surgingモードの固有周期は約90sと、推定値は計算結果

に比べ15s近くも短周期化している。この原因としては、

上述した個々のバネ定数の推定に、索の伸縮経路の違い

（ヒステリシス）および伸縮経路の非線形性の影響が考慮

されていないことが挙げらる。これが数値シミュレー

ションで得られた動揺量と実験結果との差異の原因の一

つと考えられる。また、この様な係留系の特性を考慮し

た適正な弾性曲線のモデル化が必要であると言える。

　７．まとめ

①模型港湾に現地での波を対象とする入射波を与えた場

合、水位および流速の計測結果から、特定成分の波が港

内副振動によって発達している様子が確認された。

②長周期規則波を入射波として港内の波高分布を計測し

た結果、周期45sおよび110sの波を入射させた場合に顕

著な副振動が発達する結果が得られ、副振動の発達には

入射波の周期と副振動のモードを決定する港湾形状が密

接に関係していることが明らかとなった。

③長周期規則波を入射波とする船体動揺実験を行った結

果、港内副振動を卓越させるモードの波の寄与により船

体の長周期動揺量が発達することが確認された。また、

数値シミュレーションによる船体動揺量との比較を行っ

たところ、非接触型の計測器を用いた動揺量の計測によ

り妥当な計測結果が得られることが確認された。

④係留系についての諸特性について検討を行った結果、

実験で使用した係留索も繊維索の特性であるヒステリシ

スおよび非線形性を有することが明らかとなり、これら

の特性を考慮した個々のバネ定数の設定に基づく固有周

期の算定が必要であることが示された。
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